
1 はじめに

　御紹介にあずかりました岩手県に出
向しております平井と申します。どう
ぞよろしくお願いいたします。３月ま
では県道整備部長という職にいて、発
災当時はそういう立場で対応しました
が、今は復興局にいて主として復興計
画を立てる、あるいはそれを進捗管理
するという立場の職です。今日はスラ
イドを用意しましたが、その縮刷とい
うか、エッセンスにしたのがお手元に
お配りしています冊子です。

2 岩手県の復興計画

　まず岩手県そのものや被災の概要を
少しだけ触れますと、沿岸 12 市町村
ありまして、岩手県の人口 130 万の内、
約 27 万人がここに居住していました。
大きな被害を受け、被害額については

政投銀が推計を行っていて４兆 2,000
億円余りです。人的被害ですが死者
4,665 人、行方不明者が 1,428 人です。
　まずは、支援がすごく集まったとい
うことです。1,500 件を超える支援物資、
500 億近い義援金、あるいは寄付金で
52 億。それから銀河プラザという岩
手のアンテナショップが昨年の２倍の
売り上げを記録しているという、これ
はもう善意以外の何物でもないと考え
ています。
　県がつくった復興計画ですが、４月
11 日に発災１カ月で復興委員会を設
置しました。６月に基本計画の案を策
定し、パブコメ等をして８月 11 日に
議会で承認議決をいただきました。構
成としては復興基本計画と実施計画に
分けています。メンバー表をつけてい
なくて恐縮ですが、県で復興委員会を
組織しました。委員長は岩手大学の学
長さんですが、あとの委員は漁協や農
協、あるいは商工会の代表の方にお集
まりいただいて、技術的な専門委員会、
あるいは総合企画というのは起草委員
会ですが、各界の専門家の方に全国か
らお集まりをいただいたという構成で
始めました。
　計画をつくる意義ですが、１つは当
然、計画自体はなければいけないです
が、市町村でもこれから策定するだろ
う復興計画のひな形になるのではない
かと思います。これから国に対してい

ろいろな事業の要望をしていかなけれ
ばいけないのですが、そのベースとな
るものという意義を意識して始めまし
た。復興期間は８年間、計画期間です。
その中を３期に分けている構成です。
スローガン、イメージを掲げています。
安全の確保、暮らしの再建、なりわい
の再生という、この３つをやらなけれ
ばいけないということで、いろいろな
施策をこの分野に分けています。
　本県の復興計画の１つの大きな特徴
は、まちづくりについて多くの章を割
いていることです。基本的な考え方は、
海岸防災施設とまちづくりとソフト対
策で多重防災型のまちづくりをします。
すなわち海岸防災施設だけでは守りき
れない、守れなかったという事実と、
かねてから減災という考え方は防災学
の分野で叫ばれていたことかと思いま
すが、そういう考え方も取り入れるべ
きではないかということです。３つの
対策のどういうものがあるかというツ
ールも示しました。
　いろいろな被災のパターンがあるの
ですが、そのパターン図を示しました。
海岸防災施設があって、その近くはあ
まり人が行かない、ないしは住まない
公園や農地で、さらにもう１線あって、
その背後に商業地や居住地が配置され
るべきだろうという概念です。実際に
ある都市の、高速や鉄道の配置を参考
にしてなるべく精密さを競うというこ
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とでこの図をつくった次第です。つく
ってどこのまちかわからないデフォル
メをし、パターンとして示しました。
　今のパターンが完全に壊滅的に都市
域がやられた、例えば陸前高田のよう
な町のことです。これは大船渡のよう
に半分くらい残っている場合です。浸
水しなかった地域は住宅地や商業地が
残ってそのまま生かしながら、浸水し
た地域は工業系の土地利用に順化して
いこうということです。これは漁村で
す。リアス式のあるいは隆起海岸の漁
村はなるべく高地に移転しましょうと
いうことです。居住地は高地に移転し
て業務地に降りていくという生活では
ないかということを示しています。
　それから、安全、暮らし、なりわい
をさらに 12 の分野に細分化して、い
ろいろなプロジェクトを特定していま
す。例えばがれきの早期撤去や、撤去
の次に焼却を含む処理がやってくるの
ですが、大まかな行程表をこういう形
で示しました。今どういう撤去状況か
というのは、後で出てまいります。
　もう１つは先ほど川瀧さんの説明に
もありましたが、災害に強い交通ネッ
トワークの整備をしなければいけない
ということをうたっています。復興道
路ですね。海岸線 250 キロあまりの計
画です。横方向は宮古と盛岡の間、そ
れから釜石と花巻の間です。宮古の方
は地域高規格です。釜石、花巻の間は
高規格の道路が計画されていますが、
縦方向は 22％の開通率で、横方向は
約 40％の開通率です。宮古、盛岡は
1.4％という大変整備が遅れていた状
況で、本県としては５年以内に一気に
整備してくださいという強烈なお願い
をしています。復興支援道路や復興関
連道路や、県で管理している３桁国道
の道路についても、やはり今回まさに
復興支援道路として役に立っています
ので、重点的な整備をしていこうとい
う路線です。

　インフラの部分では、暮らしの再建
ということで復興住宅、応急仮設住宅
の整備や、それに続く災害公営住宅の
整備を工程表は示しています。阪神の
ときの反省にも立って、コミュニティ
ベースで応急仮設に入ってもらって、
それがさらに最終的な復興後の地域コ
ミュニティにも行くという概念です。
　それから、なりわいは産業再生です
が、これも工程表をつくっています。
やはり一番岩手県沿岸で重要なのは漁
業で、111 港ある漁港のうち 108 港が
被災をしました。1万 4,000 隻ある漁
船の内約９割が流されたという状況で
すから、当面は漁協を中心として設備
を一括で整備し、個々の漁業者に貸し
出して、漁業者がグループで漁をする
ということで何とか始めてもらえない
かを、今お願いしています。その結果
は後でお知らせします。
　二重債務、これは御存じの方も多い
かと思います。優秀な業者ほど設備投
資をしていて、それが今回ガバッと流
されたというので、その設備の債務が
残っている内に、また新しい工場なり
を建てなければいけないという状況に
ある。そういうことを二重債務と言い
ますが、相談センターや機構で銀行が
持っている債権を買い取って、より緩
い条件で事業者に返済をしてもらう、
そういうスキームを県独自につくり、
機構は 11 月中を目標に設立を期して
いるというところです。
　これはいろいろな仕事をオーダー的
に、しかも象徴的な位置づけにあるプ
ロジェクトとして５つぐらいを挙げて
います。研究交流拠点の誘致や、エコ
タウン、それから伝承というのは津波
が来たら逃げるという意味の伝承です
が、そういう伝承まちづくりや産業振
興、あるいはＮＰＯをより活用した新
たな交流による地域づくりという概念
をプロジェクトとして入れてきていま
す。

　１つだけ例を申しますと、三陸の研
究交流拠点ですが、岩手の沿岸はもと
もと海洋や水産に関する東大あるいは
北里大学の研究所ないし校舎を立地し
ていただいていました。今回被災を受
けた沿岸の中で一番密度が高いと思い
ますが、そういうものも壊滅的にやら
れています。復旧すると同時に内陸で
すが国際リニアコライダー（ＩＬＣ）と、
これはとてつもないプロジェクトで
8,000 億ぐらいのプロジェクトだろう
ということです。かねてより岩手県が
主張していましたが、そういうものを
入れ込んで一大研究地域にしたいとい
う構想を打ち上げています。ＩＬＣに
ついては、とりあえず３次補正で調査
費がついたという段階です。
　復興の進め方という章を設けていま
すが、計画進行管理、マネジメントサ
イクルをきちんと行って、計画のつく
りっぱなしではいけないということを
復興委員会からも強く言われました。
それで計画ができた後、この 10 月に
再度復興委員会にかけた概念がこれで、
３段階でマネジメント管理をしていき
ます。復興に関する意識、それから復
興の客観的な状況。商店の再開状況や
就業状況、あるいはもっと直接的なプ
ロジェクトの進捗状況。これを３段階
で進捗管理をしていきます。これは県
がもともと持っている長期計画の評価
とのバランスというか連携という概念
です。県民意識調査や復興で、人々の
活動状況やインフラの復興状況を総合
的にあらわす指標をこのほど開発され
ていますので、それと連携して進めて
います。
　次に進捗状況です。津波防災技術専
門委員会という復興委員会の下の委員
会を使いまして、岩手県の 24 の海岸
の堤防の高さを決めました。これは、
いわゆるＬ１対応です。百数十年に１
度の津波に対応する堤防の高さに合わ
せて、そういうときはどうやって抑え
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るのか。それがこの赤い帯ですが、ブ
ルーの所は従前の計画高です。それよ
りはほとんどの地域で高くなっていま
す。黄色い点が今回の津波の痕跡高で
すので、ほとんどの地域で今回の津波
よりは低い堤防高の設定をしたという
ことです。黄色い点をまともに追いか
けますとほとんど 20 メーターの堤防
になるということで、それも非常に現
実的ではないのかなと考えています。
　今回クラスの津波が来て市街地が浸
水するということが想定されますから、
いろいろな道路のかさ上げなどを使っ
て、あるいは高台においては地盤のか
さ上げを考慮したまちづくり、それか
ら逃げるというソフト対策で総合的に
死者を防いでいくということです。今
回クラスの津波が来ても、財産の被害
はあるかもしれないけれども死者はゼ
ロという考え方です。湾口防波堤とい
うのが非常に大きな要素かと思います。
久慈、釜石、大船渡は湾口防波堤があ
って、久慈は建設中で平成 40 年の完
成で、釜石、大船渡はもうできていた
のですが大破しました。それを早く復
旧ないし建設してくださいというのが
今後の県としての大きな要望事項にな
ろうかと思います。
　それから市町村の復興計画策定の支
援も行っています。主としては人的支
援ですが県の人間も市町村に出向して
いますし、ＵＲですとか国交省の人た
ちが助っ人として来る、あるいは採用
されてすぐ出向で来るなどがあります。
交通ネットワークのことについては３
次補正で、約 721 億円国費でつきまし
た。概算要求では 1,088 億円要求して
いるということです。その前提として
先ほど御紹介しましたルート全部につ
きまして新規事業化が妥当という結論
をいただいています。
　一番下ですが、岩手の沿岸は全部鉄
道が通っています。その約半分は第３
セクターの三陸鉄道ですが、３分の２

が今は不通になっています。これを
26 年４月の全線復旧を目指し工事が
進められています。なお、そのほかの
一環はＪＲですが、まだ具体的な復旧
工程は全体としては示されていません。
　これが市町村の復興計画の進捗状況
ですが、沿岸 12 市町村の中で７市町
村と書いてありますが８市町村です。
先だって７日に野田村でもできました
ので、８市町村で一応復興計画が策定
済です。ただその中身の濃淡は非常に
あって、具体的な土地利用まで書き込
んでいる所もあれば、非常に悪く言え
ば文章だけという所もあって、今後そ
の具体的な土地利用計画に落としてい
くまでにはかなり差があるのが現状で
す。
　がれき処理ですが、23 年７月まで
に生活環境に支障が出る災害廃棄物は
概ね移動が完了しました。ただ移動さ
せたというだけであって最終的な処理
までは至ってないですが、最終処理は
26 年３月までに完了するよう取り組
みを進めています。それには広域処理
というのが前提にありまして、先だっ
てテレビでもかなり出ましたが、宮古
市のがれきを東京都で受け入れていた
だいて焼却が始まっています。
　これは生活環境からどれくらい排出
したかというパーセンテージで、各市
町村 100％の所が多いですが、大船渡
がまだ 76％ということで、むしろ危
惧される数字がところどころにあると
見るべきだと思います。これらの処理
の一般論ですが、既存の焼却場で処理
をするのがこのフローです。太平洋セ
メントが大船渡に大きな工場を持って
いて、そこで受け入れていただくのが
12 月から始まる予定です。それから
仮設焼却炉を増設するというのが、２
市ほどで計画をしていて、今年度中に
は稼働させたいということです。あと
は先ほどの広域処理です。
　市民生活の状況ですが、ブルーの線

は避難者です。10 月７日にすべて解
消と書いていますが、８月 12 日の段
階でこの帯は仮設住宅の数ですが、
１万 4,000 戸弱の仮設住宅が完成をし
ています。したがって実質的には収容
する体制は８月にできたということで
す。それから今現在、仮の住まいにい
らっしゃるのはどういう方たちかとい
うと、応急仮設住宅にいらっしゃる方
が１万 3,000 戸、民間賃貸、いわゆる
みなし仮設と言われるものですが、
3,300 余り。雇用促進住宅が 800 余り、
それから公営住宅に被災者として移ら
れてきて家賃が無料の方が 174 戸、合
計１万 7,000 戸余りがいらっしゃって、
これプラス親類のお宅に身を寄せられ
ているという方、その数ははっきり把
握できていないのですが、約２万戸の
方々が今は仮住まいにあるだろうと推
計をしています。
　これは仮住まいをしている方々のケ
アのことを言っていて、コミュニティ
の形成や支援員の派遣、相談センター
などを行っています。仮住まいをして
らっしゃる方はいつか本住まいに行か
なければなりません。一番重要なのは
公営住宅を幾つ建てなければいけない
かで、２万戸に対して 4,000 ～ 5,000
と見積もっています。アンケート調査
を何回か行い、大体２割の方が公営住
宅を当てにしたいということだったの
で、そこからきています。この 4,000
～ 5,000 を県と市町村でこれから分担
して建設する仕事をしていかなければ
いけません。そのほかは民間が 9,000
～ 9,500、それから民間賃貸の方が
3,000 ～ 3,500 という推計です。
　「いわての学び希望基金」は県独自
でつくっています。これは災害遺児な
いし孤児、両親失った方を孤児と言っ
て、例えば小学校であれば月額１万円、
高校であれば３万円という補助をしま
す。さきほど川瀧さんの御紹介にもあ
ったのですが、岩手県では学校にいて
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亡くなった、あるいは大けがをした児
童・生徒はゼロだったというすばらし
い結果があります。たまたま家に帰っ
ていて亡くなったお子さんはいるので
すが、それだけに今問題となっている
のはやはり遺児・孤児の問題です。県
としても養子縁組には最大限力を入れ
ていますが、とてもそういう数では間
に合わない、100 組を超える単位で遺
児・孤児がいるだろうと言われていま
す。
　「なりわいの再生」では、漁業の再
生です。岩手県には 24 漁協、111 漁
港ありますが、泊地・航路の利用は一
応全部で可能になっていて 19 漁協で
養殖施設の整備促進が始まっています。
定置網は約半分が再開、13 市場の内
12 市場が開場しています。
　これは壊滅的に港がやられている中
での今年の夏頃の宮古の写真ですが、
競りなんかも始まっているということ
です。秋サケの漁獲で言えば昨年の約
６割の漁獲を記録しています。かなり
復興してきているのではないかという
見方をされるのですが、さにあらずで、
やはり水産業の両輪になる漁業と流
通・加工業の一体的な再建が必要です。
漁業の水揚げは何とかできるけれども
流通・加工ができないということです。
とった魚をすぐトラックに入れて他県
に運んで売っているのが実情です。通
常であれば大きな冷蔵施設があって、
そこにためておいて出荷するというこ
とですが、それができない状態で大変
な苦労をしていると。競りなんかも屋
根がない市場でやっているという状況
です。
　これはさきほどの二重債務問題です。
相談センターが 10 月７日に開所した
ということと、肝心の産業復興機構の
設立が 11 月 11 日に行われたというこ
とです。経済産業省のグループ補助金
というのがあって、被災した企業はグ
ループで一緒の敷地に生産設備を仮設

でつくったりしますと、つくるという
企画に対して補助がいくという、非常
に人気がある補助金です。これをもっ
とふやしてほしいという要望をしてい
ます。
　取り組みを進めるうえでの共通的な
課題とで、最近の知事の要望の中でも
一番中心においていることですが、専
門的知識を有する方々の協力が必要で
す。まちづくりや災害公営住宅の建設
とハード事業を担う技術者、被災者の
心身の健康を守るソフト事業を担う人
材などですが、とりわけ我々に近い分
野を見るとまちづくり、あるいは災害
復旧の技術者が大幅に不足します。も
う災害復旧に関しては不足している状
態で、大車輪でやっていますが、今後
まちづくりについて市町村の復興計画
が出来上がり、それが都市計画などに
ブレークダウンされて、さらにそれが
都市計画事業で復興あるいは防災集団
移転などの事業が立ち上がると、多分
今の数倍規模の市町村の建設課の人数
が必要だろうと見込んでいます。どう
確保するかが、来年度、あるいは来年
頭頃までの大きな課題になっています。
　復興していくいい材料もあり、平泉
が文化遺産に登録されたということで
知事も平泉復興宣言を出しています。
それからＪＲのディスティネーション
キャンペーンが来年４月から岩手を題
材にしていただけるということです。
これを最後に入れさせていただいたの
ですが、この寒々しい景色が今の現実
です。これは釜石市の北の方の鵜住居
という所で、住宅地がびっしりあった
所ですが今は焼け野原のようになって
います。実はこれは道路ではなくて三
陸鉄道の線路なのですが、まだ車が行
き来しているような状態です。これは
釜石市内の商店街でこういう所が大破
しているわけです。ここは呉服屋さん
でやっと業務を再開し、偉いなあと思
って写真を撮ったわけです。これは釜

石市内の漁師まちのような所ですが、
土曜日か日曜日でしたが全く人けがな
く入居している気配がない状況でした。

3 おわりに

　いろいろと前向きのことを言いまし
たが、被災地はまだこれからです。さ
きほど川瀧さんも風化してしまうのが
怖いというふうにおっしゃいましたが、
まさにそのとおりで、我々も事あるご
とに、あまり明るいことを言うよりは、
現実を見てもらおうということも考え
ています。
　雑駁でしたが、私のプレゼンは以上
です。ありがとうございました。
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